
令和 7 年 12 月 

令和７年度 島根県の中小企業労働事情実態調査（概要版） 

島根県中小企業団体中央会 

ⅠⅠ．．調調査査趣趣旨旨  

島根県中小企業団体中央会では、令和７年７月１日現在の島根県内の従業員 300 人以下の中小企業

（卸売業・サービス業については従業員 100 人以下、小売業については従業員 50 人以下の県下 600

事業所）における「中小企業労働事情実態調査」集計結果を取りまとめました。 

本調査は、中小企業における労働事情（経営状況、労働時間、雇用環境、賃金など）を的確に把握

し、適切な労働対策を樹立することを目的に、昭和 39 年から毎年全国一斉に実施しています。 

  

ⅡⅡ．．調調査査方方法法・・項項目目  

この調査は、県下中央会傘下の事業協同組合等に所属する事業所を抽出して調査票を郵送し、これ

を回収・集計・分析したものです。 

 この概要版は、今年度の全国調査 9 項目及び、島根県独自の追加調査 2 項目の中から、最近の経営

トピックスである「経営上の隘路」、「賃金」、「人材充足感」「外国人材の雇用（受入）状況」に関す

る内容について特に選定し作成したものです。 

 ※詳細な結果については当会ホームページ上に掲載しております。 

  

ⅢⅢ．．回回答答事事業業所所数数  

全国調査の回答事業所数等 

単位：（事業所数）  

 調査対象事業所 有効回答数 製造業 非製造業 有効回答率 

全国 45,000 15,371 7,127 8,244 34.16％ 

島根県 600 273 107 166 45.50％ 

 

追加調査回答数 

単位：（事業所数）  

 調査対象事業所 有効回答数 製造業 非製造業 業種不明 有効回答率 

島根県 600 234 92 119 23 39.0％ 

 

  



ⅣⅣ．．調調査査結結果果（（全全国国））  

１１．．経経営営上上のの隘隘路路（（障障害害）） 
【【ポポイインントト】】  

・・島島根根県県計計でではは、、令令和和 66 年年度度にに引引きき続続きき「「人人材材不不足足（（質質のの不不足足））」」がが最最もも高高いい回回答答割割合合ととななっったた。。  

・・変変動動ががああっったた令令和和 55 年年度度調調査査をを除除いいてて、、「「人人材材不不足足（（質質のの不不足足））」」がが「「光光熱熱費費・・原原材材料料・・仕仕入入品品のの高高

騰騰」」をを上上回回るる流流れれがが続続いいてていいるる。。  

 
〈図 経営上の隘路（島根県計・業種別の上位 5 位）〉 

  島根県計 製造業 非製造業 

1 位 
人材不足 

（質の不足） 
56.7% 

光熱費・原材料・ 

仕入品の高騰 
59.8% 

人材不足 

（質の不足） 
63.2% 

2 位 
光熱費・原材料・ 

仕入品の高騰 
48.9% 

人材不足 

（質の不足） 
46.7% 

労働力不足 

（量の不足） 
44.8% 

3 位 
労働力不足 

（量の不足） 
38.9% 

販売不振・ 

受注の減少 
39.3% 

光熱費・原材料・ 

仕入品の高騰 
41.7% 

4 位 
販売不振・ 

受注の減少 
34.8% 人件費の増大 29.9% 

販売不振・ 

受注の減少 
31.9% 

5 位 人件費の増大 30.0% 
労働力不足 

（量の不足） 
29.9% 人件費の増大 30.1% 

 
〈図 経営上の隘路（「人材不足（質の不足）」・「光熱費・原材料・仕入品の高騰」【島根県計８ヶ年比較】〉 
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２２．．賃賃金金改改定定のの決決定定要要素素  

【【ポポイインントト】】  

・・賃賃金金改改定定のの決決定定要要素素ににおおいいてて、、島島根根県県でではは「「労労働働力力のの確確保保・・定定着着」」とと「「企企業業のの業業績績」」のの回回答答割割合合がが高高

くくななっったた。。  

 
賃金改定の決定要素（島根県・業種別の上位 5位）            

 島根県 製造業 非製造業 

1 位 労働力の確保・定着 63.4% 労働力の確保・定着 56.9% 労働力の確保・定着 67.3% 

2 位 企業の業績 51.7% 企業の業績 52.3% 企業の業績 51.4% 

3 位 世間相場 37.8% 世間相場 38.5% 世間相場 37.4% 

4 位 物価の動向 36.6% 物価の動向 36.9% 物価の動向 36.4% 

5 位 賃上げムード 20.9% 賃上げムード 29.2% 賃上げムード 15.9% 

 

３３．．賃賃金金「「引引上上げげ」」のの平平均均昇昇給給額額・・昇昇給給率率（（加加重重平平均均）） 

【【ポポイインントト】】  

・・令令和和 77 年年 11 月月 11 日日～～77 月月 11 日日にに、、賃賃金金をを引引きき上上げげたた事事業業所所のの平平均均昇昇給給額額・・昇昇給給率率（（加加重重平平均均））はは、、島島

根根県県計計・・全全国国ととももにに令令和和 66 年年度度をを上上回回っったた。。  

 

〈図 平均昇給額と平均昇給率の推移【全国・島根県計】〉 
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ⅤⅤ．．調調査査結結果果（（島島根根県県独独自自））  

１１．．人人材材のの充充足足感感ににつついいてて  

【【ポポイインントト】】  

・・人人材材がが「「多多少少不不足足ししてていいるる」」「「不不足足ししてていいるる」」とと回回答答ししたた事事業業所所のの合合計計はは、、製製造造業業よよりり非非製製造造業業がが

高高いい。。  

・・規規模模別別にに見見るるとと、、すすべべててのの従従業業員員規規模模ににおおいいてて「「多多少少不不足足ししてていいるる」」「「不不足足ししてていいるる」」とと回回答答ししたた

事事業業所所のの合合計計がが 5500％％以以上上ととななっったた。。  

 

〈図 現在の人材充足感【全国・島根県計・業種別・事業所規模別】〉 

  

  

２２．．外外国国人人材材のの雇雇用用（（受受入入））状状況況  

【【ポポイインントト】】  

・・外外国国人人材材ににつついいてて「「雇雇用用（（受受入入））ししてていいるる」」とと回回答答ししたた事事業業所所はは全全体体のの 1199..11％％ととななっったた。。  

・・業業種種別別でではは、、「「雇雇用用（（受受入入））ししてていいるる」」とと回回答答ししたた事事業業所所はは、、製製造造業業がが非非製製造造業業をを上上回回っったた。。  

・・規規模模別別でではは、、事事業業所所規規模模がが大大ききくくななるるににつつれれてて雇雇用用（（受受入入））割割合合がが高高ままっったた。。  

 

〈図 外国人材の雇用・受入状況【全国・島根県計・業種別・事業所規模別】〉 
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は　じ　め　に

令和 7 年度の我が国経済は、2025年日本国際博覧会（大阪・関西万博）が開催され、東京五輪・
パラリンピック後の大阪・関西、そして日本の「成長を持続させる起爆剤」として位置づけられ、
多くの来場者で賑わいました。日本国際博覧会協会によると一般の来場者数は2,557万人超、運営
費は最大で280億円の黒字を見込むなど、一定の成果が確認されています。地域別にみると、開催
地に近い西日本地域においてよりプラス効果を認識する傾向となりました。

また、内閣府月例報告では、「景気は、米国の通商政策による影響が自動車産業を中心にみられ
るものの、緩やかに回復している。」としつつも、「米国の通商政策の影響による景気の下振れリス
クには留意が必要である。加えて、物価上昇の継続が消費者マインドの下振れ等を通じて個人消費
に及ぼす影響なども、我が国の景気を下押しするリスクとなっている。また、金融資本市場の変動
等の影響に引き続き注意する必要がある。」としています。

このような情勢の中、今年度も当会では、県内の様々な業種の中小企業組合にご協力いただき、
その組合員600事業所を対象に、「中小企業労働事情実態調査」を実施しました。

本調査は、昭和39年から毎年全国一斉に、県内中小企業の経営状況・労働事情を的確に把握し、
これに基づく時宜を得た労働対策について行っていくことを目的に実施するものです。

本報告書が、県内中小企業の労働事情の実態把握と、今後の労務管理改善の一助となれば幸いに
存じます。

最後に、本調査にご協力いただきました関係組合並びに調査対象事業所の皆様方に厚くお礼を申
し上げますとともに、今後、益々のご発展を祈念申し上げます。

令和 7 年12月

島根県中小企業団体中央会
会　長　金　崎　　芳　男
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－1－

〔Ⅰ〕調査実施のあらまし

1 ．目的
この調査は、中小企業における労働事情を的確に把握し、適正な中小企業労働対策の樹立並びに

時宜を得た中央会労働支援方針の策定に資することを目的とする。

2 ．調査の方法
県下中央会傘下の事業協同組合等を抽出して調査票を郵送し、これを回収・集計・分析したもの

である。

3 ．調査対象および事業所数
調査対象事業所数は、従業員300人以下の中小企業、ただし、卸売業･サービス業については従業

員100人以下、小売業については従業員50人以下の県下600事業所を対象とした。

4 ．調査対象業種
次頁、業種別、規模別回答事業所数の内訳参照。

5 ．調査時点
令和 7 年 7 月 1 日（火）

6 ．調査内容
①経営に関する内容
②販売価格の転嫁状況に関する内容
③労働時間に関する内容
④有給休暇に関する内容
⑤同一労働同一賃金への対応に関する内容
⑥新規学卒者の採用に関する内容
⑦中途採用に関する内容
⑧賃金改定に関する内容
⑨労働組合、労使コミュニケーションに関する内容

島根県
における

令和 7年度
中小企業労働事情実態調査



－2－

〔Ⅱ〕回答事業所の概要

1 ．回答事業所数および回答率
調査対象事業所は600事業所で、回答を得た事業所は273事業所、その内訳は、製造業107事業所、

非製造業166事業所であり、有効回答率は45.50％であった。
（�全国：調査対象事業所：45,000、有効回答数：15,371、製造業：7,127、非製造業：8,244、 

有効回答率：34.16％）

［表］　業種別･規模別回答事業所数の内訳（島根県）� （単位：事業所数）
従業員規模 1～9人 10～29人 30～99人 100～300人 計

島 根 県 88 111 62 12 273 

製
　
造
　
業

小　　　　計 35 47 20 5 107 
食 料 品 9 10 3 22 
繊 維 工 業 4 10 1 15 
木 材 ・ 木 製 品 8 4 3 1 16 
印 刷 ・ 同 関 連 3 4 3 10 
窯 業 ・ 土 石 5 9 5 1 20 
化 学 工 業 0 
金 属 、 同 製 品 5 6 3 1 15 
機 械 器 具 2 2 2 6 
そ の 他 1 2 3 

非
製
造
業

小　　　　計 53 64 42 7 166 
情 報 通 信 業 0 
運 輸 業 1 9 3 1 14 
建 設 業 18 39 17 3 77 
卸 売 業 8 3 8 19 
小 売 業 15 7 5 27 
サ ー ビ ス 業 11 6 9 3 29 

・統計表あるいはグラフ中には、集計母数が極めて少ないものがあります。
・設問項目ごとに「不明」、「非該当」を除いて集計しているため、各有効回答数に差が生じています。
・構成百分率の計算は、小数点第 2 位以下を四捨五入しており、合計が100.0％にならない場合があります。

単位：（事業所数）
調査対象事業所 有効回答数 製造業 非製造業 有効回答率

全　　　国 45,000　 15,371 7,127 8,244 34.16％
島　根　県 600 273 107 166 45.50％
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2 ．回答事業所の従業員に関する特徴
（1） 常用労働者の性別構成

【ポイント】
・島根県計の常用労働者の性別構成は、全国より男性の割合が高く、女性の割合が低い。
・島根県計の女性の割合は、製造業が非製造業より高い。
・島根県計の従業員規模では、小規模ほど女性の割合が高い。

常用労働者の性別構成をみると、島根県計（「男性」73.5％、「女性」26.5％）が全国（「男性」
69.5％、「女性」30.5％）より「男性」が4.0ポイント高く、「女性」が4.0ポイント低い結果となっ
た。

島根県計の従業員規模別に女性の割合をみると、従業員規模「 1 ～ 9 人」41.0％と最も高く、
「10～29人」29.6％、「30～99人」24.7％、「100～300人」23.7％となっており、小規模である「 1
～ 9 人」の女性割合が最も高い。

島根県計の業種別に女性の割合をみると、製造業29.8％が非製造業24.6％より5.2ポイント高い
結果となった。

［図］　常用労働者の性別構成【全国・島根県計・製造業・非製造業・規模別】
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（2） 従業員の雇用形態

【ポイント】
・「正社員」の割合は、島根県計が全国より高い。
・従業員規模が大きいほど「嘱託・契約社員」の割合が高い。

従業員の雇用形態は、島根県計では「正社員」81.8％の割合が最も高く、次いで「パートタイ
マー」9.4％、「嘱託・契約社員」5.8％、「派遣」「その他」の合計が3.0％となっている。「正社員」
の割合は全国75.2％に比べ、6.6ポイント高く、「パートタイマー」の割合は全国14.2％に比べ、
4.8ポイント低くなっている。

島根県計の従業員規模別に「正社員」の割合をみると、従業員規模「 1 ～ 9 人」の87.7％が最も
高く、次いで「30～99人」84.3％、「10～29人」84.0％、「100～300人」75.6％となっている。ま
た、「嘱託・契約社員」の割合は、従業員規模が大きくなるほど高くなる結果となっている。

島根県計の業種別に「正社員」の割合をみると、製造業84.2％が非製造業80.3％より3.9ポイン
ト高い結果となった。

［図］　従業員の雇用形態【全国・島根県計・製造業・非製造業・規模別】
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〔Ⅲ〕調査結果の概要

1 ．経営状況について
（1） 現在の経営状況

【ポイント】
・�令和 7 年度の島根県計の経営状況は、令和 6 年と比較して「良い」「変わらない」が増加、
「悪い」が減少した。

島根県下における経営状況について年次推移をみると、令和 7 年度の調査では、「良い」は15.5％
で、令和 6 年度から1.5ポイント増加している。一方「悪い」は29.5％で、令和 6 年度から3.4ポイ
ント減少している。また、「変わらない」は55.0％で、令和 6 年度から1.9ポイント増加した。

［図］　経営状況【島根県計・年次推移】
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次に、現在の経営状況について、令和 7 年度の調査結果を詳細にみると、島根県計の「良い」は
全国17.2％より1.7ポイント低く、「悪い」は全国30.6％より1.1ポイント低い結果となっている。
また「変わらない」が全国52.3％より2.7ポイント高い結果となった。

島根県計の業種別にみると、「良い」は製造業15.1％が非製造業15.8％より0.7ポイント低く、
「悪い」は製造業34.9％が非製造業26.1％より8.8ポイント高くなった。

［図］　現在の経営状況【全国・島根県計・製造業・非製造業】
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（2） 主要事業の今後の方針

【ポイント】
・�島根県計では、令和 6 年度までみられた「強化拡大」の増加傾向が無くなり、「現状維持」が

増加している。

主要事業の今後の方針について年次推移をみると、令和 7 年度の調査にて、島根県計では、「強
化拡大」は25.5％で令和 6 年度（33.1％）より7.6ポイント減少、「現状維持」は71.6％で（令和 6
年度61.7％）より9.9ポイント増加、「縮小・廃止・その他」は3.0％で（令和 6 年度5.1％）より
2.1ポイント減少した。

［図］　主要事業の今後の方針【島根県計・年次推移】
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次に、主要事業の今後の方針について、令和 7 年度の調査結果を詳細にみると、島根県計におけ
る「現状維持」は全国62.5％より9.1ポイント高く、「強化拡大」は全国31.3％より5.8ポイント、

「縮小・廃止・その他」は全国6.1％より3.1ポイント低くなった。
島根県計の業種別にみると、「強化拡大」は、製造業26.4％が非製造業24.8％より1.6ポイント高

く、「現状維持」は、製造業73.6％が非製造業70.3％より3.3ポイント高くなっている。また、「縮
小・廃止・その他」は、製造業0.0％が非製造業4.8％より4.8ポイント低くなった。

［図］　主要事業の今後の方針【全国・島根県計・製造業・非製造業】
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（3） 経営上の隘路（障害）

【ポイント】
・島根県計では、令和 6 年度に引き続き「人材不足（質の不足）」が最も高い回答割合となった。

経営上の隘路（障害）についてみると、回答割合が高い順に、島根県計・全国ともに「人材不
足（質の不足）」（島根県計56.7％、全国51.2％）、「光熱費・原材料・仕入品の高騰」（島根県計
48.9％、全国50.3％）、「労働力不足（量の不足）」（島根県計38.9％、全国37.2％）、「販売不振・受
注の減少」（島根県計34.8％、全国31.9％）となった。

［図］　経営上の隘路【全国・島根県計・製造業・非製造業】
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島根県計の業種別にみると、製造業では「光熱費・原材料・仕入品の高騰」59.8％で最も高
く、次いで「人材不足（質の不足）」46.7％、「販売不振・受注の減少」39.3％となっている。一
方、非製造業では「人材不足（質の不足）」63.2％で最も高く、次いで「労働力不足（量の不足）」
44.8％、「光熱費・原材料・仕入品の高騰」41.7％の順となった。

［図］　経営上の隘路（島根県計・業種別の上位 5位）　　　　　　　　　　　　　　　（　）内は前年順位
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足）（同） 29.9% 人件費の増大（同） 30.1%

	



－8－

［図］　経営上の隘路（「人材不足（質の不足）」・「光熱費・原材料・仕入品の高騰」【島根県計 8ヶ年比較】）
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平成29年度からの島根県計の推移をみると、変動があった令和 5 年度調査を除いて、「人材不足
（質の不足）」が「光熱費・原材料・仕入品の高騰」を上回る流れが続いている。令和 6 年度にはそ
の差は0.9ポイント差であったが、令和 7 年度調査では7.8ポイント差となった。

（4） 経営上の強み

【ポイント】
・�島根県計では、「組織の機動力・柔軟性」、「製品の品質・精度の高さ」、「技術力・製品開発

力」が回答上位となった。
・�製造業、非製造業によって回答割合の高い項目に違いが見られ、特に製造業における「製品

の品質・精度の高さ」は顕著。

経営上の強みについてみると、島根県計では回答割合が高い順に、「組織の機動力・柔軟性」
28.6％、「製品の品質・精度の高さ」27.5％、「技術力・製品開発力」26.4％となった。

一方全国では、「顧客への納品・サービスの速さ」27.5％、「製品の品質・精度の高さ」27.4％、
「技術力・製品開発力」26.3％となっており、島根県計と全国で違いがみられた。

［図］　経営上の強み【全国・島根県計・製造業・非製造業】
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島根県計の業種別にみると、回答割合が高い順に、製造業では「製品の品質・精度の高さ」
44.3％、「生産技術・生産管理能力」28.3％、「製品・サービスの独自性」27.4％となっている。一
方、非製造業では「組織の機動力・柔軟性」32.5％、「技術力・製品開発力」28.8％、「財務体質の
強さ・資金調達力」24.5％の順となっており、回答割合が高い項目は製造業と非製造業で違いがみ
られた。

［図］　経営上の強み（島根県計・業種別の上位 5位）　　　　　　　（　）内は前年順位
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２ ．従業員の労働時間について
（１） 週所定労働時間

【ポイント】
・島根県計は全国より週所定労働時間が40時間未満※の割合が高い。
・製造業は非製造業より週所定労働時間が40時間未満※の割合が高い。

週所定労働時間についてみると、島根県計・全国ともに回答割合が高い順に、「40時間」（島根県
計47.6％、全国46.4％）、「38時間超40時間未満」（島根県計29.2％、全国24.5％）、「38時間以下」

（島根県計19.6％、全国20.1％）、「40時間超44時間以下」（島根県計3.7％、全国8.3％）となった。
全国との比較において、島根県計が高い項目は「38時間超40時間未満」が4.7ポイント、「40時

間」が1.2ポイント高く、低い項目は「38時間以下」が0.5ポイント、「40時間超44時間以下」が4.6
ポイント低くなった。

島根県計の業種別にみると、週所定労働時間が40時間未満※の回答割合は、製造業50.5％が非製
造業47.6％より2.9ポイント高くなった。

［図］　週所定労働時間【全国・島根県計・製造業・非製造業】
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（２） 月平均残業時間（従業員 1 人当たり）

【ポイント】
・�令和 7 年度の島根県計の月平均残業時間（従業員 1 人当たり）は、令和 6 年度の島根県計よ

り短くなった。
・令和 7 年度の島根県計では、製造業が非製造業より月平均残業時間が長い。

従業員 1 人当たりの月平均残業時間をみると、島根県計が8.96時間、全国が9.77時間となってお
り、島根県計では、令和 6 年度調査の10.69時間より1.73時間減少した。

島根県計の業種別にみると、製造業が9.81時間、非製造業が8.40時間となっており、製造業が非
製造業を1.41時間上回っている。令和 6 年度調査（製造業13.50時間、非製造業9.11時間）に比べ、
令和 7 年度の製造業と非製造業の差が減少した。

［図］　月平均残業時間（従業員 1人当たり）【全国・島根県計・製造業・非製造業】

10.34 10.69

13.50

9.11
9.77

8.96
9.81

8.40

0.00

2.00

4.00

6.00

8.00

10.00

12.00

14.00

16.00
（時間）

全　国 島根県　計 製造業　計 非製造業　計

令和6年度 令和7年度

 



－12－

３ ．従業員の有給休暇について
（１） 平均付与日数（従業員 1 人当たり）

【ポイント】
・島根県計の年次有給休暇平均付与日数（従業員 1 人当たり）は、全国より多い。
・島根県計では、製造業が非製造業より少ない。

従業員 1 人当たりの年次有給休暇の平均付与日数をみると、島根県計17.36日が全国16.37日より
0.99日多くなった。

島根県計の業種別にみると、製造業17.13日が非製造業17.50日より0.37日少なくなった。

（２） 平均取得日数（従業員 1 人当たり）

【ポイント】
・島根県計の年次有給休暇平均取得日数（従業員 1 人当たり）は全国より少ない。
・島根県計では、製造業より非製造業の方が多い。

従業員 1 人当たりの年次有給休暇の平均取得日数をみると、島根県計9.89日が全国10.00日より
0.11日少なくなった。

島根県計の業種別にみると、製造業9.30日が非製造業10.25日より0.95日少なくなった。
［図］　年次有給休暇の平均付与日数・取得日数（従業員一人当たり）【全国・島根県計・製造業・非製造業】
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（３） 平均取得率（従業員 1 人当たり）

【ポイント】
・�令和 7 年度の島根県計の年次有給休暇平均取得率（従業員 1 人当たり）は、全国より低く、

令和 6 年度調査の島根県計の平均取得率と比較しても低い。
・島根県計では、製造業より非製造業の方が高い。

従業員 1 人当たりの年次有給休暇の平均取得率は、島根県計で60.39％となっており、全国
64.15％より3.76ポイント低くなっている。令和 6 年度調査の島根県計61.54％と比較すると令和 7
年度は1.15ポイント低くなった。

島根県計の業種別にみると、平均取得率は製造業58.33％が非製造業61.66％より3.33ポイント低
くなった。

［図］　年次有給休暇の取得率（従業員 1人当たり）【全国・島根県計・製造業・非製造業】
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4 ．原材料費、人件費（賃金等）アップ等に対する販売価格への転嫁の状況について
（1） 原材料費、人件費等の増加による販売・受注価格への転嫁状況

【ポイント】
・「価格の引上げ（転嫁）に成功した」の回答割合は、島根県計より全国が高い。
・島根県計では、非製造業より製造業の方が「価格の引上げ（転嫁）に成功した」「価格引上げ
の交渉中」の回答割合が高い。

原材料費、人件費等の増加による販売・受注価格への転嫁状況をみると、最も回答割合が高い項
目が、島根県計・全国ともに「価格の引上げ（転嫁）に成功した」（島根県計50.0％、全国51.2％）
で、島根県計が全国より1.2ポイント低く、「価格引上げの交渉中」（島根県計16.9％、全国18.2％）
は、島根県計が全国より1.3ポイント低くなった。

島根県計の業種別をみると、「価格の引上げ（転嫁）に成功した」、「価格引上げの交渉中」は、
製造業が非製造業より高いが、「これから価格引上げの交渉を行う」、「転嫁はしていない（価格変
動の影響はない）」は製造業が非製造業より低くなった。

［図］　原材料費、人件費等の増加による販売・受注価格への転嫁状況【全国・島根県計・製造業・非製造業】
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（2） 原材料、人件費、利益を含めた販売価格への転嫁の予定内容

【ポイント】
・�島根県計が全国より「原材料費分を転嫁予定」、「人件費引上げ分を転嫁予定」の回答割合が

高い。
・�島根県計では、製造業が非製造業より「原材料費分を転嫁予定」、「人件費引上げ分を転嫁予

定」の回答割合が低い。

原材料、人件費、利益を含めた販売価格への転嫁の内容についてみると、「原材料費分を転嫁予
定」（島根県計69.2％、全国68.7％）の回答割合が最も高くなっている。他の回答項目では、「人
件費引上げ分を転嫁予定」（島根県計64.6％、全国58.0％）、「利益確保分を転嫁予定」（島根県計
27.7％、全国30.2％）となった。

島根県計の業種別をみると、「原材料費分を転嫁予定」の回答割合は、製造業64.3％が非製造業
73.0％より8.7ポイント低く、「人件費引上げ分を転嫁予定」では製造業60.7％が非製造業67.6％よ
り6.9ポイント低くなっている。「利益確保分を転嫁予定」では製造業28.6％が非製造業27.0％より
1.6ポイント高くなった。

［図］　原材料、人件費、利益を含めた販売価格への転嫁の内容【全国・島根県計・製造業・非製造業】
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（3） 一年前と比べた価格転嫁率※の状況

【ポイント】
・�価格引上げ（転嫁）に成功した事業所で、一年前と比べた価格転嫁率※の状況は「10％未

満」、「10～30％未満」の 2 項目の回答割合が高くなっている。
・�上記 2 項目について、「10％未満」の回答割合は、島根県計が全国より低く、「10～30％未満」

では、島根県計が全国より高い。
・�島根県計では、「10％未満」、「10～30％未満」の回答割合は、どちらも製造業が非製造業より

高い。

価格引上げ（転嫁）に成功した事業所について、一年前と比べた価格転嫁率※の状況をみると、
島根県計、全国ともに「10％未満」、「10～30％未満」の 2 項目の回答割合が、突出して高くなって
いる。「10％未満」（島根県計32.2％、全国37.5％）の回答割合は、島根県計が全国より5.3ポイン
ト低くなった。

島根県計の業種別では、回答割合が高い順に、製造業・非製造業ともに「10～30％未満」（製造
業38.0％、非製造業33.8％）、「10％未満」（製造業36.0％、非製造業29.6％）と続いている。「10％
～30％未満」は製造業が非製造業より4.2ポイント高く、「10％未満」においても製造業が非製造業
より6.4ポイント高い結果となった。

［図］　一年前と比べた価格転嫁率の状況【全国・島根県計・製造業・非製造業】
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５ ．新規学卒者の採用について
（１） 令和 7 年 3 月新規学卒者の採用計画

【ポイント】
・�島根県計、全国とも「採用計画を行わなかった」の回答割合が高く、「採用計画をし、実際に

採用した」、「採用計画をしたが、採用しなかった」の回答割合は低い。
・�島根県計の業種別では、「採用計画をし、実際に採用した」、「採用計画をしたが、採用しな

かった」の回答割合は、製造業が非製造業より低く、「採用計画を行わなかった」の回答割合
は、製造業が非製造業より高い。

令和 7 年 3 月新規学卒者の採用計画について、「採用計画を行わなかった」（島根県計71.5％、全
国72.7％）が島根県計、全国ともに最も高く、島根県計では「採用計画をし、実際に採用した」
15.0％、「採用計画をしたが、採用しなかった」13.5％と続いた。

島根県計の業種別にみると、回答割合が高い項目順に違いが見られる。製造業では、「採用計画
を行わなかった」80.4％、「採用計画をし、実際に採用した」13.1％、「採用計画をしたが、採用し
なかった」6.5％と続くのに対し、非製造業では、「採用計画を行わなかった」65.6％、「採用計画
をしたが、採用しなかった」18.1％、「採用計画をし、実際に採用した」16.3%の順となった。

［図］　令和 7年 3月新規学卒者の採用計画【全国・島根県計・製造業・非製造業】
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（２） 新規学卒者の採用充足率

【ポイント】
・�島根県計と全国の「合計」比較において、「高校卒」では島根県計が全国より高いが、それ以

外の学卒では、島根県計が全国より低い結果となった。
・�令和 7 年度の新規学卒者の採用充足率※は、島根県計、全国のどの学卒においても技術系が

事務系より低い。

令和 7 年度の新規学卒者の採用充足率をみると、「高校卒」（島根県計34.9％、全国33.3％）で
は島根県計が全国より1.6ポイント高くなっているが、「大学卒」（島根県計38.5％、全国41.2％）、

「専門学校卒」（島根県計21.7％、全国35.6％）、「短大卒（高専含）」（島根県計17.4％、全国
19.8％）では、島根県計が全国よりそれぞれ2.7ポイント、13.9ポイント、2.4ポイント低い結果と
なった。

島根県計の職種別にみると、新規学卒者の採用充足率では、「高校卒」（技術系33.3％、事務系
47.1％）、「専門学校卒」（技術系19.0％、事務系50.0％）、「短大卒（含高専）」（技術系10.5％、事務
系50.0％）、「大学卒」（技術系33.3％、事務系53.8％）の全てで、事務系が技術系より高くなった。

［図］　新規学卒者の採用充足率【高校卒・専門学校卒・短大卒（含高専）・大学卒】
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また、島根県計の採用充足率について、令和 6 年度調査と令和 7 年度調査を比較すると、「高校卒」（令和 6 年

度35.8％、令和 7 年度34.9％）で0.9ポイント、「専門学校卒」（令和 6 年度41.3％、令和 7 年度21.7％）で19.6

ポイント、「短大卒（含高専）」（令和 6 年度23.3％、令和 7 年度17.4％）で5.9ポイント、「大学卒」（令和 6 年度

47.5％、令和 7 年度38.5％）で9.0ポイント、令和 6 年度より令和 7 年度が、全ての学卒において採用充足率が低

くなった。

［図］　新規採用充足率（令和 6年度比較）【高校卒・専門学校卒・短大卒（含高専）・大学卒】
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（３） 新規学卒者の初任給（加重平均）

【ポイント】
・新規学卒者の初任給額は、島根県計・全国ともに、事務系よりも技術系が高い。
・島根県計の製造業・非製造業ともに、事務系よりも技術系が高い。

令和 7 年 6 月の 1 ヵ月間に支給した 1 人当たりの平均初任給額について、新規学卒者の初任給を
みると、島根県計では、「専門学校卒：技術系」が217,750円で最も高く、次いで「大学卒：技術
系」217,028円となった。

全国では、「大学卒：技術系」（島根県計217,028円、全国223,965円）が最も高く、島根県計と比
較して6,937円高くなっている。島根県計では、「専門学校卒：技術系」（島根県計217,750円、全国
205,674円）において全国より12,076円高くなった。

職種別でみると、全ての学卒において技術系が事務系より初任給額が高くなった。
島根県計の業種別にみると、製造業では「専門学校卒：技術系」235,000円が最も初任給が高く、

次いで「大学卒：技術系」216,180円、「大学卒：事務系」203,802円と続いている。また、非製造
業では「大学卒：技術系」217,182円が最も高く、次いで「専門学校卒：技術系」200,500円、「大
学卒：事務系」200,000円と続いた。

［表］　新規学卒者の初任給（加重平均）� （単位：円）

高　校　卒 専門学校卒 短大卒（含高専） 大　学　卒

技術系 事務系 技術系 事務系 技術系 事務系 技術系 事務系

全 国 189,667 184,481 205,674 196,132 204,006 198,177 223,965 220,961 

島根県　計 187,795 177,860 217,750 173,000 182,500 180,500 217,028 203,259 

製 造 業 186,209 183,960 235,000 173,000 - - 216,180 203,802 

非 製 造 業 188,324 174,200 200,500 - 182,500 180,500 217,182 200,000 

　※�加重平均…各事業所の一人当たりの平均初任給額に対象者数を乗じた総和を対象者数の合計で除した数値
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６ ．中途採用について
（１） 中途採用の採用計画

【ポイント】
・�県内事業所の中途採用について、「採用募集をし、実際に採用した」の割合が、全国よりも高

い。

令和 6 年度の中途採用者※の募集について、回答割合が高い項目順に、島根県計・全国とも「採
用募集をし、実際に採用した」（島根県計50.4％、全国48.6％）「採用募集を行わなかった」（島根
県計35.4％、全国39.2％）、「採用募集をしたが、採用しなかった」（島根県計14.2％、全国12.1％）
と続いた。

島根県計と全国を比較すると、「採用募集をしたが、採用しなかった」、「採用募集をし、実際に
採用した」は島根県計が全国より高く、「採用募集を行わなかった」は島根県計が全国より低く
なった。

島根県計の業種別にみると、回答割合が高い順に、製造業・非製造業ともに「採用募集をし、実
際に採用した」（製造業49.1％、非製造業51.2％）「採用募集を行わなかった」（製造業42.5％、非
製造業30.9％）「採用募集をしたが、採用しなかった」（製造業8.5％、非製造業17.9%）となった。

［図］　令和 6年度の中途採用者の募集【全国・島根県計・製造業・非製造業】

48.6 50.4 49.1 51.2

12.1 14.2

8.5

17.9

39.2
35.4

42.5

30.9

（%）

全　国 島根県　計 非製造業製造業

採用募集をしたが、採用しなかった採用募集をし、実際に採用した 採用募集を行わなかった

0

20

60

50

30

10

40

 ※令和 6 年度に募集を行い、令和 7 年 7 月 1 日までに採用を行った中途採用者 

（２） 中途採用者の採用充足率

【ポイント】
・�令和 7 年度の中途採用者の採用充足率は、島根県計と全国を比較すると、島根県計が全国よ

り高い。
・業種別については、製造業、非製造業ともに令和 6 年度より高い。

令和 7 年度の中途採用者の採用充足率をみると、島根県計79.6％、全国77.8％と島根県計が全国
より1.8ポイント高くなっており、業種別においては、製造業78.2％、非製造業80.4％と製造業が
非製造業より2.2ポイント低くなった。
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島根県計の業種別にみると、製造業（令和 6 年度72.7％、令和 7 年度78.2％）については、5.5
ポイント増加しており、非製造業（令和 6 年度77.9％、令和 7 年度80.4％）については、2.5ポイ
ント増加した。

［図］　中途採用者の採用充足率【全国・島根県計・製造業・非製造業】
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（３） 中途採用を行った従業員の年齢層

【ポイント】
・�全国では、「25～34歳」の回答割合が最も高いが、島根県計では、「35～44歳」の回答割合が

最も高い。

中途採用を行った従業員の年齢層についてみると、島根県計では「35～44歳」27.7％、「25～34
歳」23.1％、「45～55歳」21.5％の順で回答割合が高く、全国では、「25～34歳」26.0％、「35～
44歳」22.7％、「45～55歳」21.8％と続いている。また、「60歳以上」は、島根県計11.8％、全国
10.1％となった。

島根県計の業種別では、回答割合が高い順に、製造業では「25～34歳」33.5％、「45～55歳」
27.2％、「35～44歳」24.1％と続いており、非製造業では「35歳～44歳」29.7％、「45～55歳」
18.4％、「25～34歳」17.3％となった。

［図］　中途採用を行った従業員の年齢層【全国・島根県計・製造業・非製造業】
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7 ．同一労働同一賃金への対応について

【ポイント】
・島根県計・全国ともに「対象となる従業員はいない」の回答割合が最も高い。
・島根県計の従業員規模別でみると、「 1 〜 9 人」では「賞与の支給」が最も高く、その他の規
模では「休暇の取得」が最も高い（回答上位である「対象となる従業員はいない」を除く）

非正規と正規の労働者を比べた同一労働同一賃金への対応（格差解消への取組み）状況をみる
と、島根県計・全国ともに「対象となる従業員はいない」（島根県計33.9％、全国32.7％）が最も
回答割合が高く、島根県計が全国より1.2ポイント高くなった。次いで島根県計は「休暇の取得」
26.8％、「賞与の支給」24.5％、全国は「賞与の支給」26.6％、「定期昇給の実施」25.1％と続いた。

［図］　令和 7年度 同一労働同一賃金対応状況【全国・島根県計・製造業・非製造業】
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島根県計の従業員規模別でみると、回答上位である「対象となる従業員はいない」を除くと、
「 1 〜 9 人」では「賞与の支給」18.5％が最も高く、その他の規模では「休暇の取得」（「10～29人」
32.1％、「30～99人」28.8％、「100〜300人」54.5％）が最も高い結果となった。

［図］　令和 7年度 同一労働同一賃金対応状況【島根県計・規模別】
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8 ．賃金改定状況について
（1） 賃金改定実施状況

【ポイント】
・島根県計の賃金改定実施状況は、「引上げた」という回答割合が最も高い。
・島根県計の「引上げた」の回答割合は、全国より高い。
・「 7 月以降引上げる予定」の回答割合は、令和 6 年度調査より高い。
・�島根県計では、従業員規模が大きくなるほど「引上げた」という回答割合が高くなっている。

規模別の差は、令和 6 年度より大きくなった。

令和 7 年 1 月 1 日から令和 7 年 7 月 1 日の間の賃金改定実施状況をみると、島根県計では「引上
げた」57.3％が最も回答割合が高く、次いで「未定」20.2％、「 7 月以降引上げる予定」16.4％、

「今年は実施しない（凍結）」5.7％と続いている。
島根県計において「引上げた」の回答割合は全国55.9％より1.4ポイント高く、令和 6 年度

59.5％から2.2ポイント低くなっている。また、「 7 月以降引上げる予定」16.4％は令和 6 年度
15.8％より0.6ポイント高くなり、「今年は実施しない（凍結）」5.7％は、令和 6 年度7.1％より1.4
ポイント低くなった。

島根県計の業種別にみると、「引上げた」とする回答割合は、製造業（令和 6 年度54.4％、令和
7 年度54.4％）、非製造業（令和 6 年度62.4％、令和 7 年度59.1％）となり、製造業は令和 6 年度
と変わらず、非製造業は令和 6 年度より3.3ポイント低くなっている。

また、「 7 月以降引上げる予定」の回答割合は、製造業（令和 6 年度14.9％、令和 7 年度
14.6％）、非製造業（令和 6 年度16.2％、令和 7 年度17.6％）となっており、製造業は0.3ポイント
低く、非製造業は1.4ポイント高くなった。

［図］　令和 7年度 賃金改定実施状況【全国・島根県計・製造業・非製造業】
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［図］　令和 6年度 賃金改定実施状況【全国・島根県計・製造業・非製造業】
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島根県計の従業員規模別では、「引上げた」とする回答割合は従業員規模が大きくなるほど高く
なっており、「100〜300人」83.3％、「30～99人」74.6％、「10～29人」52.3％「 1 〜 9 人」47.6％
となっている。また、規模別間の差は、最大の「100～300人」と最小の「 1 ～ 9 人」で35.7ポイン
トと、令和 6 年度調査（18.8ポイント）と比べ、割合差が拡大した。

［図］　令和 7年度 賃金改定実施状況【島根県計・規模別】
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［図］　令和 6年度 賃金改定実施状況【島根県計・規模別】
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（2） 賃金「引上げ」の平均昇給額・昇給率（加重平均）

【ポイント】
・�令和 7 年 1 月 1 日～ 7 月 1 日に、賃金を引き上げた事業所の平均昇給額・昇給率（加重平均）

は、島根県計・全国ともに令和 6 年度を上回った。
・�直近 3 ヶ年度の平均昇給額の推移をみると、島根県計では年々高くなっており、特に従業員

規模「10〜29人」で平均昇給額が増加した。

「賃金を引上げた事業所」の平均昇給額・昇給率は、島根県計で10,496円（昇給率4.07％）と
なっており、昇給額は令和 6 年度の9,671円（昇給率3.76％）を825円上回っている。

全国では、10,646円（昇給率3.91％）となっており、令和 6 年度の10,209円（昇給率3.89％）を
437円上回っている。令和 7 年度は島根県と全国の昇給額差が150円となった。

島根県計の業種別では、製造業が平均昇給額12,351円（昇給率4.99％）、非製造業が平均昇給額
9,168円（昇給率3.46％）で、平均昇給額・昇給率は令和 6 年度と異なり、製造業が非製造業を昇
給額で3,183円上回った。

島根県計の従業員規模別でみると、最も平均昇給額が高いのは「10〜29人」の11,835円（昇給率
4.67％）で、最も平均昇給額が少ないのは「30〜99人」の9,913円（昇給率3.79％）で、平均昇給
額の差額は1,922円となり、令和 6 年度の規模間の差額（4,684円）と比較すると2,762円縮小した。

直近 3 ヶ年の平均昇給額の推移をみると、島根県計では年々高くなっており、その中で、特に従
業員規模「10～29人」で平均昇給額の増加が大きくなっている（令和 5 年度9,720円、令和 6 年度
10,539円、令和 7 年度11,835円）。また、「 1 ～ 9 人」では、 3 ヶ年の平均昇給額が 1 万円を超えた

（令和 5 年度13,598円、令和 6 年度10,336円、令和 7 年度10,305円）。
［図］　賃金「引上げ」の平均昇給額の推移（加重平均）【全国・島根県計・製造業・非製造業】
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［表］　平均昇給額と平均昇給率（加重平均）【全国・島根県計・業種・規模別】� （　）内は前年比
平均昇給額 平均昇給率

全　　　　　国 10,646円（＋437） 3.91%（＋0.02）
島　　根　　県 10,496円（＋825） 4.07%（＋0.31）

業　種
製 造 業 12,351円（＋4,018） 4.99%（＋1.43）
非 製 造 業 9,168円（－1,119） 3.46%（－0.39）

規模別

1 ～ 9人 10,305円（－31） 4.18%（－0.02）
10 ～ 29人 11,835円（＋1,296） 4.67%（＋0.37）
30 ～ 99人 9,913円（－1,436） 3.79%（－0.68）
100～300人 10,542円（＋3,877） 4.12%（＋1.67）

「参考」

出所：�2025年春季労使交渉・中小企業業種別妥結結果（加重平均） 
（一社）日本経済団体連合会

� （　）内は前年比
規　模　別 妥結額 アップ率

1 0 0 人 未 満 9,892円（＋704） 3.78％（＋0.19）
100人～300人未満 11,313円（＋1,535） 4.13％（＋0.46）

［表］　島根県の業種別の平均昇給額（加重平均）

製 造 業

食 料 品 11,501円

非製造業

運 輸 業 10,038円
繊 維 工 業 - 建 設 業 9,460円
木材・木製品 11,491円 卸 売 業 6,121円
印刷・同関連 5,769円 小 売 業 7,582円
窯 業・ 土 石 9,837円 サ ー ビ ス 業 10,059円
金属・同製品 14,161円
機 械 器 具 21,807円

※�加重平均：�各事業所の一人当たりの昇給額に対象者数を乗じた総和を対象者
数の合計で除した数値
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［表］　島根県の最低賃金（過去 5か年）　　　　　　 ［表］　全国加重平均額の最低賃金（過去 5か年）
発行年月日 最低賃金 引 上 額 発行年度 最低賃金 引 上 額

令和3年10月2日 824円 32円 令和3年度 930円 28円
令和4年10月5日 857円 33円 令和4年度 961円 31円
令和5年10月6日 904円 47円 令和5年度 1,004円 43円
令和6年10月12日 962円 58円 令和6年度 1,055円 51円
令和7年11月17日 1,033円 71円 令和7年度 1,121円 66円

出所：「平成14年から令和 7 年度までの地域別最低賃金改定状況」厚生労働省

［図］　平均昇給額と平均昇給率の推移【全国・島根県計】
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（3） 賃金改定の内容

【ポイント】
・�島根県計の賃金改定内容では、「定期昇給」の割合が最も高く、「基本給の引上げ（定期昇給

制度のない事業所）」、「ベースアップ」が続いている。
・�島根県計の「定期昇給」は、製造業が非製造業を上回り、「基本給の引上げ（定期昇給制度の

ない事業所）」の回答割合は、製造業が非製造業より低い。
・島根県計の「定期昇給」の割合は、従業員規模が大きくなるほど高くなっている。

賃金改定の内容をみると、島根県計では「定期昇給」48.0％が最も回答割合が高く、次いで「基
本給の引上げ（定期昇給制度のない事業所）」41.5％、「ベースアップ」23.4％、「諸手当の改定」
15.8％、「臨時給与（夏季・年末賞与など）の引上げ」13.5％となった。

島根県計の「定期昇給」は、令和 6 年度（50.0％）より2.0ポイント低く、「基本給の引上げ（定
期昇給制度のない事業所）」は、令和 6 年度（36.7％）より4.8ポイント高くなっている。全国の

「定期昇給」は令和 7 年度（57.1％）が令和 6 年度（54.1％）を3.0ポイント高くなった。
島根県計の業種別でみると、「定期昇給」を回答した事業所の割合は、製造業50.8％が非製造業

46.3％より4.5ポイント高くなっている。また、「基本給の引上げ（定期昇給制度のない事業所）」
の回答割合は、製造業39.7％が非製造業42.6％より2.9ポイント低くなった。
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［図］　令和 7年度 賃金改定の内容【全国・島根県計・製造業・非製造業】
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［図］　令和 6年度 賃金改定の内容【全国・島根県計・製造業・非製造業】
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島根県計の従業員規模別では、「定期昇給」を回答した事業所の割合は、従業員規模が大きいほ
ど増加傾向がみられ、最も高い「100〜300人」80.0％と、最も低い「 1 〜 9 人」26.2％の差は53.8
ポイントとなった。
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［図］　令和 7年度 賃金改定の内容【全国・島根県計・従業員規模別】
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（4） 賃金改定の決定要素

【ポイント】
・�賃金改定の決定要素では、島根県計・全国ともに「労働力の確保・定着」と「企業の業績」

の回答割合が高くなった。
・�島根県計の「労働力の確保・定着」は、製造業が非製造業より回答割合が低く、「企業の業

績」では、製造業が非製造業より高くなっている。
・�島根県計の全ての従業員規模において、「労働力の確保・定着」「企業の業績」「世間相場」の

回答割合が上位となっている。

賃金改定の決定要素をみると、島根県計では回答割合が高い項目が「労働力の確保・定着」（令
和 6 年度63.2％、令和 7 年度63.4％）、「企業の業績」（令和 6 年度55.6％、令和 7 年度51.7％）と
なっており、全国でも同様な傾向が表れた。

島根県計の「労働力の確保・定着」は令和 6 年度に比べ0.2ポイント上昇、反対に「企業の業績」
は令和 6 年度より3.9ポイント低くなった。

島根県計の業種別でみると、回答割合が高い項目が、製造業・非製造業ともに「労働力の確保・
定着」（製造業56.9％、非製造業67.3％）、「企業の業績」（製造業52.3％、非製造業51.4％）「世間
相場」（製造業38.5％、非製造業37.4％）と続いた。
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［表］　賃金改定の決定要素（島根県計・業種別の上位 5位）　　　　　� （　）内は前年順位

島根県 製造業 非製造業

1位 労働力の確保・定着
（同） 63.4% 労働力の確保・定着

（同） 56.9% 労働力の確保・定着
（同） 67.3%

2位 企業の業績（同） 51.7% 企業の業績（同） 52.3% 企業の業績（同） 51.4%

3位 世間相場(4) 37.8% 世間相場(5) 38.5% 世間相場(4) 37.4%

4位 物価の動向(3) 36.6% 物価の動向(3) 36.9% 物価の動向(3) 36.4%

5位 賃上げムード（同） 20.9% 賃上げムード(4) 29.2% 賃上げムード（同） 15.9%

［図］　令和 7年度 賃金改定の決定要素【全国・島根県計・製造業・非製造業】

51
.5

37
.5

61
.5

44
.7

16
.0

3.
7

14
.0

21
.8

4.
2

1.
6 2.
6

51
.7

37
.8

63
.4

36
.6

15
.1

1.
7

13
.4

20
.9

2.
3

2.
3

2.
3

52
.3

38
.5

56
.9

36
.9

15
.4

3.
1

15
.4

29
.2

3.
1

3.
1

1.
5

51
.4

37
.4

67
.3

36
.4

15
.0

0.
9

12
.1 15
.9

1.
9

1.
9

2.
8

0

20

10

40

50

30

70

80

60

（%）
島根県　計 非製造業全　国 製造業

企
業
の
業
績

世
間
相
場

労
働
力
の
確
保
・
定
着

労
使
関
係
の
安
定

親
会
社
又
は
関
連
会
社
の

改
定
の
動
向

前
年
度
の
改
定
実
績

賃
上
げ
ム
ー
ド

燃
料
費
の
動
向

重
視
し
た
要
素
は
な
い

そ
の
他

物
価
の
動
向

［図］　令和 6年度 賃金改定の決定要素【全国・島根県計・製造業・非製造業】

52
.6

36
.6

64
.0

48
.4

17
.8

3.
8

11
.8

24
.7

5.
1

1.
4 2.
1

55
.6

32
.7

63
.2

47
.1

16
.1

5.
4

13
.0

24
.7

7.
2

1.
8

1.
3

60
.0

25
.3

62
.7

37
.3

22
.7

4.
0

13
.3

26
.7

8.
0

1.
3 4.
0

0.
0

53
.4

36
.5

63
.5

52
.0

12
.8

6.
1

12
.8

23
.6

6.
8

2.
0

（%）

企
業
の
業
績

世
間
相
場

労
働
力
の
確
保
・
定
着

労
使
関
係
の
安
定

親
会
社
又
は
関
連
会
社
の

改
定
の
動
向

前
年
度
の
改
定
実
績

賃
上
げ
ム
ー
ド

燃
料
費
の
動
向

重
視
し
た
要
素
は
な
い

そ
の
他

物
価
の
動
向

0

20

60

70

50

30

10

40

島根県　計 非製造業全　国 製造業



－32－

島根県計の従業員規模別でみると、全ての従業員規模において、「労働力の確保・定着」、「企業
の業績」、「世間相場」の回答割合が高くなった。

［図］　令和 7年度 賃金改定の決定要素【島根県計・従業員規模別】
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9 ．労働組合、労使コミュニケーションについて
（1） 労働組合の有無

【ポイント】
・島根県計の労働組合が「ある」割合は、製造業が非製造業より高い。

労働組合の組織状況について、島根県計で労働組合が組織されている事業所は、273事業所中19
事業所の7.0％となった。

島根県計の従業員規模別にみると、労働組合が組織されている事業所は、従業員規模「100～300
人」33.3％、「30～99人」19.4％、「10～29人」2.7％、「 1 ～ 9 人」0.0％となった。

島根県計の業種別にみると、島根県計の労働組合が組織されている事業所は、製造業10.3％が非
製造業4.8％より5.5ポイント高くなった。

［図］　労働組合の有無【全国・島根県計・製造業・非製造業】
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（2） 労使の意見を収集し協議を行う機会や場

【ポイント】
・�労使の意見を収集し協議を行う機会や場について、島根県計、全国ともに「特に設けていな

い」が最も高い。

労使の意見を収集し協議を行う機会や場について、島根県計、全国ともに「特に設けていない」
（島根県計65.7％、全国68.2％）が最も高くなっており、次に高い割合となったのは、「経営層を交
えた意見交換会（その他任意の組織や場）等」（島根県計20.9％、全国19.1％）となった。

業種別にみると、製造業、非製造業ともに「特に設けていない」（製造業66.7％、非製造業
65.1％）が最も高くなっており、次いで「経営層を交えた意見交換会（その他任意の組織や場）
等」（製造業19.4％、非製造業21.9％）となった。
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［図］　労使の意見を収集し協議を行う機会や場【全国・島根県計・製造業・非製造業】
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（3） 労使協議の機会や場で行っている協議内容

【ポイント】
・�労使協議の機会や場で行っている協議内容について、島根県計・全国ともに「労働時間・休

日・休暇に関する事項」が最も高い。

労使協議の機会や場で行っている協議内容について、島根県計・全国ともに「労働時間・休日・
休暇に関する事項」（島根県計65.9％、全国68.0％）が最も高く、島根県計は全国68.0％より2.1ポ
イント低くなっている。次いで島根県計では、「生産性向上（品質管理）に関する事項」56.1％、

「安全衛生に関する事項」52.4％の順となっており、全国では、「安全衛生に関する事項」51.9％、
「生産性向上（品質管理）に関する事項」49.4％となった。

島根県計の業種別にみると、製造業・非製造業ともに「労働時間・休日・休暇に関する事項」
（製造業61.3％、非製造業68.6％）が最も高く、次いで製造業は「生産性向上（品質管理）に関す
る事項」58.1％となっている。非製造業では、「安全衛生に関する事項」64.7％となった。
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［図］　労使協議の機会や場で行っている協議内容【全国・島根県計・製造業・非製造業】
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島根県中小企業団体中央会

〒690-0886　松江市母衣町55番地4

中央会URL　  https://www.crosstalk.or.jp/

TEL 0852（21）4809
FAX 0852（26）5686

島根県の
中小企業
労働事情
島根県中小企業労働事情
実 態 調 査 結 果 報 告 書

7令 和 年 度



 
 

令令和和７７年年度度  中中小小企企業業労労働働事事情情実実態態調調査査（（島島根根県県中中央央会会のの追追加加調調査査報報告告書書））  

  

ⅠⅠ．．目目的的  

本調査では、島根県内における経済状況の課題を明確にするために、「全国の労働事

情実態調査」にあわせて独自項目を設定して行う。 

 

ⅡⅡ．．実実施施方方法法 

下記の項目について調査を実施。 

１．人材充足感について 

２．外国人材雇用（受入）について 

 

ⅢⅢ．．調調査査回回答答数数  

調査時点：令和 7年 7月 1日（火） 

調査対象：県内中小企業 600 事業所 

回 答 数：234 事業所（回収率 39.0％） 

製 造 業：92 事業所／非製造業：119 事業所／業種不明：23 事業所 

  

（参考：全国調査の回答事業所数等） 

単位：（事業所数） 

  
調査対象

事業所 
有効回答数 製造業 非製造業 有効回答率 

全国 45,000 15,371 7,127 8,244 34.16％ 

島根県 600 273 107 166 45.50％ 

  

・統計表あるいはグラフ中には、集計母数が極めて少ないものがあります。 

・設問項目ごとに「不明」、「非該当」を除いて集計しているため、各有効回答

数に差が生じています。 

・構成百分率の計算は、小数点第 2 位以下を四捨五入しており、合計が 100.0％に

ならない場合があります。  
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ⅣⅣ．．調調査査結結果果  

１１．．人人材材のの充充足足感感ににつついいてて  

（（１１））現現在在のの人人材材充充足足感感  

人材が「多少不足している」「不足している」と回答した事業所の合計は、製造業

全体では 50.6％、非製造業全体では 68.1％となった。 

規模別に見ると、すべての従業員規模において「多少不足している」「不足してい

る」と回答した事業所の合計が 50％以上となった。 

 

【図表 1 現在の人材充足感】 
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（（２２））人人材材充充足足のの為為のの取取りり組組みみ内内容容ににつついいてて  

①①「「充充足足ししてていいるる」」「「ああるる程程度度充充足足ししてていいるる」」とと回回答答ししたた事事業業所所のの既既存存取取組組  

全ての規模に共通して「無料職業紹介」「初任給・賃金アップ」が上位 3項目に

入っている。 

 

【図表 2 人材が充足している事業所の既存取組（規模別）】（単位：％） 

取組項目 1～9 人 10～29 人 30～99 人 100 人以上 

無料職業紹介（ハローワーク・ジョブカフェ等） ③③1133..44  ①①2222..33  ①①2222..55  ①①1133..33  

有料職業紹介（大手リクルート会社への登録等） 3.7 1.9 5.9 ①①1133..33  

縁故採用・知人の紹介 ①①1188..33  12.6 7.8 6.7 

初任給・賃金アップ ②②1177..11  ②②1155..55  ②②1166..77  ①①1133..33  

有給休暇等の取得促進 9.8 11.7 10.8 ①①1133..33  

福利厚生充実・労働環境改善 8.5 ③③1133..66  ③③1122..77  6.7 

キャリアに応じた研修受講 2.4 3.9 2.0 6.7 

省力化設備・機器導入 8.5 1.9 5.9 0.0 

業務システム改善（DX 活用等） 0.0 1.0 3.9 6.7 

派遣社員活用 1.2 1.9 2.0 ①①1133..33  

外国人労働者の採用・雇用 2.4 5.8 2.0 6.7 

業務の外部委託 8.5 5.8 6.9 0.0 

 

※グラフは上位回答のみを抜粋 
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  業種別にみると、業種に関わらず「無料職業紹介」「初任給・賃金アップ」「縁故

採用・知人の紹介」の順に回答割合が高かった。 

 

【図表 3 人材が充足している事業所の既存取組（業種別）】（単位：％） 

取組項目 製造業 非製造業 

無料職業紹介（ハローワーク・ジョブカフェ等） ①①1199..99  ①①1188..77  

有料職業紹介（大手リクルート会社への登録等） 4.8 3.7 

縁故採用・知人の紹介 ③③1100..88  ③③1144..22  

初任給・賃金アップ ②②1155..11  ②②1177..99  

有給休暇等の取得促進 9.0 12.7 

福利厚生充実・労働環境改善 10.2 13.4 

キャリアに応じた研修受講 1.8 4.5 

省力化設備・機器導入 6.0 3.7 

業務システム改善（DX 活用等） 2.4 1.5 

派遣社員活用 3.6 0.7 

外国人労働者の採用・雇用 6.6 0.0 

業務の外部委託 4.8 9.0 

  

※グラフは上位回答のみを抜粋  
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②②「「多多少少不不足足ししてていいるる」」「「不不足足ししてていいるる」」とと回回答答ししたた事事業業所所  

アア．．既既にに取取りり組組んんででいいるる内内容容  

人材不足対策のために既に行っている取り組みについて規模別にみると、全ての

規模に共通して「無料職業紹介」の回答割合が最多となった。 

 

【図表 4 人材が不足している事業所の既存取組（規模別）】（単位：％） 

取組項目 1～9 人 10～29 人 30～99 人 100 人以上 

無料職業紹介（ハローワーク・ジョブカフェ等） ①①2200..77  ①①2211..66  ①①1177..88  ①①1177..99  

有料職業紹介（大手リクルート会社への登録等） 2.3 2.9 10.1 ②②1144..99  

縁故採用・知人の紹介 ③③1122..66  ③③1122..55  ③③1111..22  6.0  

初任給・賃金アップ ②②1166..11  ②②1155..99  ②②1155..44  ③③1100..44  

有給休暇等の取得促進 9.2 11.5 8.9 9.0 

福利厚生充実・労働環境改善 9.2 11.1 8.3 9.0 

キャリアに応じた研修受講 3.4 1.9 4.1 4.5 

省力化設備・機器導入 11.5 5.3 5.3 4.5 

業務システム改善（DX 活用等） 2.3 1.0 5.3 6.0 

派遣社員活用 0.0 1.4 4.1 6.0 

外国人労働者の採用・雇用 0.0 5.3 6.5 9.0 

業務の外部委託 9.2 8.2 2.4 3.0 

 

※グラフは上位回答のみを抜粋 
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業種別にみると、業種に関わらず「無料職業紹介」の回答割合が最も多く、次い

で「初任給・賃金アップ」となった。製造業では、次いで「省力化設備・機器導

入」が多く、非製造業では「縁故採用・知人の紹介」が続いた。 

  

【図表 5 人材が不足している事業所の既存取組（業種別）】（単位：％） 

取組項目 製造業 非製造業 

無料職業紹介（ハローワーク・ジョブカフェ等） ①①2200..55  ①①1199..22  

有料職業紹介（大手リクルート会社への登録等） 7.4 6.5 

縁故採用・知人の紹介 6.3  ③③1133..99  

初任給・賃金アップ ②②1133..66  ②②1155..33  

有給休暇等の取得促進 9.1 10.3 

福利厚生充実・労働環境改善 9.1 10.0 

キャリアに応じた研修受講 1.1 4.4 

省力化設備・機器導入 ③③99..77  4.1 

業務システム改善（DX 活用等） 2.8 3.2 

派遣社員活用 4.5 1.8 

外国人労働者の採用・雇用 9.1 3.5 

業務の外部委託 4.5 6.8 

 

※グラフは上位回答のみを抜粋 
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イイ．．今今後後取取りり組組むむ内内容容  

人材不足対策のための今後の取り組みについて、「無料職業紹介」「初任給・賃金

アップ」が全ての規模において上位 3項目に入った。 

 

【図表 6 人材が不足している事業所の今後の取組（規模別）】（単位：％） 

取組項目 1～9 人 10～29 人 30～99 人 100 人以上 

無料職業紹介（ハローワーク・ジョブカフェ等） ①①1177..66  ②②1166..88  ①①1122..44  ③③1111..11  

有料職業紹介（大手リクルート会社への登録等） 4.1 3.4 9.3 ①①1133..99  

縁故採用・知人の紹介 ③③1144..99  12.8 5.2 ③③1111..11  

初任給・賃金アップ ①①1177..66  ①①2200..11  ①①1122..44  ③③1111..11  

有給休暇等の取得促進 8.1 5.4 8.2 0.0 

福利厚生充実・労働環境改善 8.1 ③③1155..44  ①①1122..44  8.3 

キャリアに応じた研修受講 5.4 3.4 6.2 2.8 

省力化設備・機器導入 8.1 6.7 6.2 8.3 

業務システム改善（DX 活用等） 2.7 2.7 10.3 ①①1133..99  

派遣社員活用 1.4 2.0 3.1 2.8 

外国人労働者の採用・雇用 4.1 4.0 9.3 8.3 

業務の外部委託 8.1 6.7 1.0 5.6 

  

※グラフは上位回答のみを抜粋  
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業務システム改善

（DX活⽤等）
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1〜9⼈ 10〜29⼈ 30〜99⼈ 100⼈以上
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業種別では、製造業は「無料職業紹介」「初任給・賃金アップ」「省力化設備・機

器導入」の順で、非製造業は「初任給・賃金アップ」「無料職業紹介」「福利厚生充

実・労働環境改善」の順に回答割合が高くなった。 

 

【図表 7 人材が不足している事業所の今後の取組（業種別）】（単位：％） 

取組項目 製造業 非製造業 

無料職業紹介（ハローワーク・ジョブカフェ等） ①①1155..55  ②②1155..00  

有料職業紹介（大手リクルート会社への登録等） 6.8 6.0 

縁故採用・知人の紹介 7.8  12.4  

初任給・賃金アップ ②②1144..66  ①①1177..11  

有給休暇等の取得促進 4.9 7.3 

福利厚生充実・労働環境改善 9.7 ③③1144..11  

キャリアに応じた研修受講 2.9 4.3 

省力化設備・機器導入 ③③1111..77  5.1 

業務システム改善（DX 活用等） 5.8 6.0 

派遣社員活用 2.9 2.1 

外国人労働者の採用・雇用 9.7 4.3 

業務の外部委託 5.8 5.1 

  

※グラフは上位回答のみを抜粋  

15.5

7.8

14.6

4.9

9.7

11.7

15.0

12.4

17.1

7.3

14.1

5.1

0.0 5.0 10.0 15.0 20.0
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福利厚⽣充実・

労働環境改善

省⼒化設備・

機器導⼊

（％）

製造業 ⾮製造業
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２２．．外外国国人人材材雇雇用用（（受受入入））ににつついいてて  

（（１１））外外国国人人材材のの雇雇用用（（受受入入））状状況況  

  外国人材について「雇用（受入）している」と回答した事業所は全体の 19.1％で

あり、業種別では製造業（30.4％）が非製造業（12.0％）より高くなった。規模別

にみると、事業所規模が大きくなるにつれて雇用（受入）割合も高くなった。 

 

【図表 8 外国人材の雇用・受入状況】 
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100⼈以上
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事
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所
規
模

（％）

雇⽤（受⼊）している 雇⽤（受⼊）していない
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（（２２））雇雇用用（（受受入入））人人材材のの在在留留資資格格  

「雇用（受入）している」と回答した事業所における外国人材の在留資格は、全

体でみると、「技能実習生」「高度人材」「特定技能」の順に回答割合が高くなった。  

業種別にみると、製造業では全体と同様の傾向がみられ、非製造業では「特定技

能」が「高度人材」より高くなった。 

規模別にみると、「10～29 人」では「特定技能」が「高度人材」より高くなった

が、「30～99 人」、「100 人以上」では「高度人材」が「特定技能」より高くなった。 

 

【図表 9 雇用・受入中の外国人材の在留資格】 
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（（３３））外外国国人人材材雇雇用用（（受受入入））のの今今後後のの考考ええ方方  

①①現現在在、、外外国国人人材材雇雇用用（（受受入入））ををししてていいるる事事業業所所  

外国人材雇用（受入）の今後の考え方について、業種・規模に関わらず「現状維

持」「雇用（受入）を増やす」「雇用（受入）は減少する」の順に回答割合が多かっ

た（※事業所規模「1～9人」は回答者 1名のため参考数値）。 

 

【図表 10 外国人材雇用（受入）の今後の考え方（受入実施企業）】 
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②②現現在在、、外外国国人人材材雇雇用用（（受受入入））ををししてていいなないい事事業業所所  

雇用（受入）を行っていない事業所について、業種に関わらず「雇用（受入）予

定はない」の回答が最も多かった。規模別にみると、全ての規模で「雇用（受入）

予定はない」が最も多かった（※「100 人以上」は同率一位あり）。 

 

【図表 11 外国人材雇用（受入）の今後の考え方（受入未実施企業）】 
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